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※訂正　



１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
 当社は、平成29年12月期の決算作業の過程におきまして、当社海外連結子会社上海恒代齐力企业形象策划有限公司

(amanacliq Shanghai Limited)で過去に行われた取引の一部に関して、不適切な会計処理がなされている疑義が生じま

した。そのため、調査委員会を設置するとともに外部の専門家（法律事務所及び会計事務所）の支援を受け、本件の事

実関係等の把握とその原因の解明に努めてまいりました。その結果、従業員への給与の一部と扱われるべき金額が経費

として処理され、本来納付すべき源泉所得税が過少となっていたこと、外注費の一部について本来納付すべき個人所得

税の源泉徴収額が過少となっていたこと、および一部取引が未記帳となっていたことなどが確認されました。 

 平成30年４月26日に受領した同委員会による調査結果等を踏まえ、当社は、当該海外連結子会社の人件費および外注

費に関する会計処理の修正等、不適切な会計処理の影響のある過年度の決算を訂正することといたしました。

 これらの訂正により、当社が平成28年11月11日に提出いたしました第47期第３四半期（自 平成28年７月１日 至 

平成28年９月30日）に係る四半期報告書の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７第４

項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

 なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けており、その

四半期レビュー報告書を添付しております。

 

２【訂正事項】
第一部 企業情報

第１ 企業の概況

１ 主要な経営指標等の推移

第２ 事業の状況 

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

(１）業績の状況

(２）財政状態の分析

第４ 経理の状況 

２．監査証明について

１ 四半期連結財務諸表

(１）四半期連結貸借対照表

(２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

注記事項 

(１株当たり情報) 

 

３【訂正箇所】
 訂正箇所は＿＿＿線を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから上記の訂正事項については、

訂正後のみを記載しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第46期 

第３四半期連結 
累計期間 

第47期 
第３四半期連結 

累計期間 
第46期 

会計期間 
自平成27年１月１日 
至平成27年９月30日 

自平成28年１月１日 
至平成28年９月30日 

自平成27年１月１日 
至平成27年12月31日 

売上高 （千円） 13,963,766 15,108,862 19,678,089 

経常損失（△） （千円） △1,171,019 △12,841 △1,289,137 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失（△） 
（千円） △1,147,368 △126,147 △1,562,888 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △1,170,762 △57,435 △1,600,253 

純資産額 （千円） 1,795,884 1,308,965 1,366,401 

総資産額 （千円） 12,666,642 10,992,261 12,781,228 

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△） 
（円） △230.73 △25.37 △314.29 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 13.7 11.1 10.1 

 

回次
第46期

第３四半期連結
会計期間

第47期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

１株当たり四半期純損失金額

（△）
（円） △116.60 △26.31 

 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４ 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純損失」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純損失」としておりま

す。

 

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動は次のとおりです。

第２四半期連結会計期間において、当社は、連結子会社であったRayBreeze株式会社を清算したため、連結の範囲

から除いております。これにより、当社グループは、当社及び子会社23社と関連会社７社の合計31社で構成されてお

ります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

 

 （１）業績の状況

 当社グループは、写真・CG・動画・イラストレーションなど視覚から訴求するものを「ビジュアル」と総称し、

これらビジュアルの制作・販売及びビジュアルを活用したWeb、プロモーション、TVCMやイベントなどのコンテン

ツの企画制作によって、お客様のモノやコトの付加価値を可視化しコンテンツ化する企業集団です。 

 

 当第３四半期連結累計期間における世界経済は、英国の欧州連合（EU）離脱の決定や原油価額の低迷、新興国経

済の減速等による不透明感はありましたが全体的に底堅く推移しました。国内経済においては、円高による企業収

益の低下や個人消費の低迷により景気は足踏み状態となりました。 

 当社グループが事業を展開するビジュアルコミュニケーションマーケットは、広告業界の動向に影響を受けます

が、「2015年 日本の広告費」（平成28年２月 株式会社電通公表）によりますと、日本の総広告費はインターネ

ット広告費の二桁成長が牽引し４年連続でプラス成長となりました。メディアの多様化や企業自らが情報発信する

コンテンツマーケティング時代へと事業環境は大きく変化しています。このような状況に対応するため、当社グル

ープではビジネスモデルを変革し、「ビジュアルの制作・販売」及び「コンテンツの企画制作」を主たるサービス

として、クライアントへ様々なビジュアルコンテンツのソリューションを提供する体制を構築してまいりました。 

 当社グループが提供するクリエイティブサービスの主たるものは次のとおりです。 

  ビジュアルの制作・販売：写真・CG・動画・ストックフォトなどのビジュアルを制作・販売するサービス 

  コンテンツの企画制作 ：Web・プロモーション・TVCM・イベントなどのコンテンツを企画制作するサービス 

 

 当社グループでは、当第３四半期連結累計期間より事業部門の目標設定を売上高から事業付加価値額（＝売上高

－外部原価）に変更し、執行責任体制の明確化と受託案件のモニタリングなど管理体制の構築に注力しました。ま

た、acp（amana creative platform：クラウド型のクリエイティブプラットフォーム）を活用した受託案件情報の

共有やグループ事業付加価値額の可視化など、生産性向上に向けたシステム開発を促進しました。さらに、子会社

である株式会社アマナデザインにグループの企画制作部門を統合し重複するリソースを解消するなど、人員の適正

配置を進め人件費の削減を図りました。 

 当第３四半期連結累計期間の売上高については、前年同四半期に比べ1,145百万円（8.2％）増加し15,108百万円

となりました。これは、ビジュアルの制作・販売及びコンテンツの企画制作の受託制作が堅調に推移したことによ

ります。事業付加価値額については、売上高増加に伴う外注費の増加や前年同四半期では固定化していた費用（主

として人件費）を変動化したことにより微増となりました。売上原価は、外注費を中心に前年同四半期に比べ796

百万円（9.5％）増加し9,140百万円となりましたが、売上総利益は前年同四半期に比べ348百万円（6.2％）増加し

5,967百万円となりました。 

 販売費及び一般管理費については、前連結会計年度において一時的に増加した人件費・人員数を削減したことに

より、人件費、業務委託費、採用費等の人件費関連費用など前年同四半期に比べ895百万円（13.5％）減少し5,755

百万円となりました。 

 以上の結果、営業利益は212百万円（前年同四半期は1,032百万円の営業損失）となり、支払利息、円高に伴う為

替差損等により営業外費用257百万円を計上し、経常損失は12百万円（前年同四半期は1,171百万円の経常損失）と

なりました。さらに、賃貸借契約解約損等の特別損失を計上し、親会社株主に帰属する四半期純損失は126百万円

（前年同四半期は1,147百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。 

 

 当社グループはビジュアルコミュニケーション事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略し

ております。 
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 （２）財政状態の分析 

①資産の状況 

当第３四半期連結会計期間末の資産合計残高は10,992百万円（前連結会計年度末比1,788百万円減）となり

ました。これは、主として現金及び預金の期末残高が306百万円、売上債権が1,137百万円減少したことにより

ます。 

②負債の状況 

当第３四半期連結会計期間末の負債合計残高は9,683百万円（前連結会計年度末比1,731百万円減）となりま

した。これは、主として長期借入金（1年内返済予定を含む）が1,430百万円減少したことによります。 

③純資産の状況 

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計残高は1,308百万円（前連結会計年度末比57百万円減）となりま

した。これは、主として親会社株主に帰属する四半期純損失126百万円の計上及び為替換算調整勘定が50百万

円増加したことによります。 

 

 （３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

 （４）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,620,000

計 21,620,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,408,000 5,408,000
東京証券取引所

（マザーズ）
単元株式数100株

計 5,408,000 5,408,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 5,408,000 － 1,097,146 － 1,334,988

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は、第３四半期会計期間であるため記載事項はありません。

 

- 5 -

※訂正　



（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

435,200

－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

4,969,600
49,696 －

単元未満株式
普通株式

3,200
－ －

発行済株式総数 5,408,000 － －

総株主の議決権 － 49,696 －

 （注）１ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式17株が含まれております。

    ２ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。ま

た、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社アマナ

東京都品川区東品

川二丁目２番43号
435,200 － 435,200 8.04

計 － 435,200 － 435,200 8.04

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年７月１日から

平成28年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しております

が、訂正後の四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,568,129 1,261,427 

受取手形及び売掛金 5,174,898 4,037,127 

たな卸資産 638,654 831,604 

繰延税金資産 37,398 36,354 

その他 518,853 451,704 

貸倒引当金 △67,819 △64,394 

流動資産合計 7,870,113 6,553,823 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,524,559 1,452,291 

リース資産（純額） 139,907 86,252 

建設仮勘定 142,481 72,929 

その他（純額） 687,324 710,126 

有形固定資産合計 2,494,272 2,321,600 

無形固定資産    

ソフトウエア 928,232 879,847 

のれん 517,007 463,147 

リース資産 23,773 16,812 

その他 127,978 55,045 

無形固定資産合計 1,596,990 1,414,852 

投資その他の資産    

投資有価証券 292,013 266,820 

長期貸付金 120,954 69,002 

差入保証金 229,893 220,023 

繰延税金資産 2,181 2,181 

その他 186,863 143,957 

貸倒引当金 △12,055 － 

投資その他の資産合計 819,851 701,985 

固定資産合計 4,911,115 4,438,438 

資産合計 12,781,228 10,992,261 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,791,056 1,851,980 

短期借入金 1,600,000 1,605,000 

1年内返済予定の長期借入金 1,878,884 1,723,374 

リース債務 69,386 54,387 

未払金 524,677 369,025 

未払法人税等 39,682 46,430 

賞与引当金 157,879 18,764 

その他 395,384 372,833 

流動負債合計 6,456,950 6,041,796 

固定負債    

長期借入金 4,459,439 3,184,026 

リース債務 100,624 59,302 

繰延税金負債 44,812 40,349 

資産除去債務 309,502 314,322 

その他 43,499 43,499 

固定負債合計 4,957,877 3,641,499 

負債合計 11,414,827 9,683,296 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,097,146 1,097,146 

資本剰余金 1,334,988 1,334,988 

利益剰余金 △807,640 △933,788 

自己株式 △304,150 △304,150 

株主資本合計 1,320,342 1,194,195 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △17 － 

為替換算調整勘定 △29,514 20,723 

その他の包括利益累計額合計 △29,532 20,723 

非支配株主持分 75,591 94,046 

純資産合計 1,366,401 1,308,965 

負債純資産合計 12,781,228 10,992,261 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年９月30日) 

売上高 13,963,766 15,108,862 

売上原価 8,344,741 9,140,951 

売上総利益 5,619,025 5,967,910 

販売費及び一般管理費 6,651,050 5,755,583 

営業利益又は営業損失（△） △1,032,025 212,327 

営業外収益    

受取利息 4,146 1,804 

受取配当金 3,148 2,433 

還付消費税等 11,108 10,726 

受取保険金 5,654 7,244 

その他 7,253 9,693 

営業外収益合計 31,310 31,902 

営業外費用    

支払利息 95,934 101,176 

為替差損 10,808 104,144 

持分法による投資損失 45,879 34,138 

その他 17,682 17,612 

営業外費用合計 170,304 257,071 

経常損失（△） △1,171,019 △12,841 

特別利益    

関係会社株式売却益 52,094 － 

その他 7,708 － 

特別利益合計 59,803 － 

特別損失    

固定資産除却損 494 13,403 

減損損失 － 4,500 

賃貸借契約解約損 － 15,162 

特別損失合計 494 33,065 

税金等調整前四半期純損失（△） △1,111,710 △45,906 

法人税、住民税及び事業税 38,725 65,204 

法人税等調整額 △7,610 △3,419 

法人税等合計 31,115 61,785 

四半期純損失（△） △1,142,826 △107,692 

非支配株主に帰属する四半期純利益 4,542 18,455 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △1,147,368 △126,147 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年９月30日) 

四半期純損失（△） △1,142,826 △107,692 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 － 17 

為替換算調整勘定 △28,307 48,795 

持分法適用会社に対する持分相当額 371 1,443 

その他の包括利益合計 △27,935 50,256 

四半期包括利益 △1,170,762 △57,435 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,173,641 △75,890 

非支配株主に係る四半期包括利益 2,879 18,455 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

第２四半期連結会計期間において、RayBreeze株式会社は清算したため、連結の範囲から除いております。 

 

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

 偶発債務

差入保証金の流動化に伴う買戻し義務

 
前連結会計年度

（平成27年12月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

  320,242千円 299,135千円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成27年１月１日 
 至 平成27年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成28年１月１日 
 至 平成28年９月30日） 

 減価償却費 605,101千円 586,078千円 

 のれんの償却額 111,684 53,859 

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成27年１月１日 至平成27年９月30日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月28日 

定時株主総会
普通株式 74,591 15  平成26年12月31日  平成27年３月31日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成28年１月１日 至平成28年９月30日）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、ビジュアルコミュニケーション事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。 

 

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 230円73銭 25円37銭 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（千円）
1,147,368 126,147 

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失金額（千円）
1,147,368 126,147 

普通株式の期中平均株式数（株） 4,972,783 4,972,783

 （注） 潜在株式調整後１株当り四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年５月１日

株式会社アマナ 

取 締 役 会  御 中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 横 内 龍 也  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 佐 藤 賢 治  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アマナ

の平成28年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平成28

年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年９月30日まで）に係る訂正後の四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アマナ及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 
その他の事項 

 四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、

当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成28年11月10日に四半期レビュー報告書を提出した。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 

   ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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